
　合併法人Ａ社については、
当該合併時に課税関係は生じ
ないものの、合併対価として

交付したＸ社株式を合併契約日前から保
有していたことから、当該合併契約日に、
Ｘ社株式に係るみなし譲渡規定の適用に
より、その含み損益を認識することとな

ります。一方で、被合併法人Ｂ社につい
て課税関係は生じません。
　また、Ｂ社の株主Ｙ社については、同
社によるＢ社株式の譲渡が事業譲渡類似
株式の譲渡に該当し、かつ、Ｂ社が当該
合併により交付を受けたＸ社株式が外国
法人の株式であることから、Ｂ社株式の

A

　内国法人Ａ社はシンガポール法人Ｘ社の100％子会社、また、内国法人Ｂ社
はシンガポール法人Ｙ社の100％子会社であり、それぞれの資本関係は当事業
年度まで 5 年間継続しています。Ａ社（合併法人）は、当事業年度に、Ｂ社

（被合併法人）を吸収合併したところ、この合併は、Ｂ社の株主Ｙ社にＡ社の100％親法人
であるＸ社の株式のみが交付され、かつ、共同で事業を営むための合併に係る要件を充足
していることから、金銭等不交付要件及び共同事業要件を満たす適格合併に該当します。
　なお、Ａ社は合併対価として交付したＸ社株式を合併契約日前から保有しており、また、
Ｙ社は日本国内に支店等のPEを有していません。
　この場合、当該合併において、合併法人Ａ社、被合併法人Ｂ社及びＢ社の株主Ｙ社に係
る課税関係について、税務上の取扱いをご教示願います。

Q
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100％100％
再編予定
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日 本

シンガポール

Ａ社とＢ社の
三角合併

国際課税（法人税）

クロスボーダー三角合併における課税関係
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譲渡損益は繰り延べられません。したが
って、当該合併時において、Ｙ社による
Ｂ社株式の譲渡に係る譲渡損益は、我が
国において課税の対象となります。

【解　説】
1　合併法人の課税関係
⑴　資産・負債の引継ぎ等
　適格合併において、合併法人は、被合
併法人から、その有する資産及び負債を
帳簿価額で引き継ぎ、その対価として、
自社株式の交付（新株発行、自己株式交
付）又は合併親法人株式の交付を行うこ
とから、当該合併時に、当該合併法人に
係る課税関係は生じません（法法61の 2
⑥、62の 2 ①、法令123の 3 ③）。

⑵　親法人株式のみなし譲渡
⒜　合併契約日に保有している場合
　合併法人が、合併対価となる親法人
株式を合併契約日前に取得し、当該契
約日に保有している場合、その合併法
人は、当該合併契約日に、当該親法人
株式を時価で譲渡し、直ちにその時価
相当額で再取得したものとみなすため
（みなし譲渡）、当該親法人株式につい
て、その含み損益を実現させて、益金
又は損金として認識することとなりま
す（法法61の 2 ㉓）。
　なお、当該合併法人が、当該合併時
点で保有する親法人株式の帳簿価額は、
当該合併契約時の時価相当額となりま
す。
⒝　合併契約日以後に簿価取得した場合
　合併法人が、合併契約日以後に、適
格組織再編成等により親法人株式を簿
価で取得した場合、その取得日にみな

し譲渡が行われたものとして含み損益
を認識するため（法法61の 2 ㉓）、当
該合併の時点で保有する親法人株式の
帳簿価額は、当該取得日の時価相当額
となります。
⒞　上記以外
　合併法人が、上記以外の取引により
取得した親法人株式の合併時における
帳簿価額は、その取得時における時価
相当額となります。

2 　被合併法人の課税関係
　適格合併において、被合併法人は、その
有する資産及び負債を合併法人に帳簿価額
で移転し、その対価として、合併法人株式
又は合併親法人株式を取得するとともに、
これらの株式を当該被合併法人の株主に交
付したものとするため、当該合併時に、当
該被合併法人に係る課税関係は生じません
（法法62①、62の 2 ①）。

3 　被合併法人株主の課税関係
⑴　株主が内国法人の場合
　適格合併において、内国法人である被
合併法人の株主では、被合併法人株式に
係る譲渡損益は繰り延べられ、みなし配
当についても発生せず、当該被合併株式
の簿価を合併法人株式又は合併親法人株
式に振り替えるのみであることから、当
該合併時に、当該株主に係る課税関係は
生じません（法法24①かっこ書、61の 2
②）。
⑵　株主がPEのない外国法人の場合
⒜　合併親法人が内国法人のとき
　適格合併において、被合併法人の株
主が PEを有しない外国法人で、内国
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法人である合併親法人の株式が合併対
価として交付される場合、上記⑴と同
様、当該合併時に、当該株主に係る課
税関係は生じません（法法61の 2 ②、
142②、142の10）。
⒝　合併親法人が外国法人のとき
　適格合併において、被合併法人の株
主が PEを有しない外国法人で、外国
法人である合併親法人の株式が合併対
価として交付される場合、当該被合併
法人の株主が保有する被合併法人株式
の譲渡損益は繰り延べられないことか
ら、当該合併時にその損益が認識され
ることとなります（法法61の 2 ②、
142②、142の10、法令184①十九、
191）。
　これは、外国法人である被合併法人
株主に外国法人の株式が交付され、そ
の組織再編時に課税の繰延べが認めら
れると、日本での課税機会が失われる
こととなるため、国際課税を適正化す
るという趣旨によるものです。

⑶　株主がPEのある外国法人の場合
　適格合併において、被合併法人の株主
が PEを有する外国法人で、当該 PEを
通じて被合併法人株式を保有する場合、
上記⑴と同様、当該合併時に、当該株主
に係る課税関係は生じません（法法138
①一、141一イ、142②）。
　ただし、PEを有する外国法人が、当
該 PEを介さず、直接、被合併法人株式
を保有する場合には、上記⑵⒝と同様、
当該合併時に、株式の譲渡損益が認識さ
れることとなります（法法61の 2 ②、
142②、142の10、法令184①十九、191）。

4 　事業譲渡類似株式の譲渡
⑴　国内法
　外国法人が、内国法人の発行済株式を
譲渡したことによる所得につき、次のい
ずれの要件も満たす場合には、国内源泉
所得として、我が国で課税の対象となり
ます（法法138①三、法令178①四ロ）。
⒜�　当該株式の譲渡事業年度終了の日以
前 3年以内のいずれかの時点において、
当該株式の保有割合が発行済株式の25
％以上に相当していたこと。
⒝�　当該事業年度において、当該株式の
うち発行済株式の 5％以上に相当する
株式を譲渡したこと。

⑵　日本・シンガポール租税協定
　シンガポール法人が、日本法人の発行
済株式を譲渡したことによる所得につき、
次のいずれの要件にも該当する場合、日
本で租税を課することができます（日
本・シンガポール租税協定13④⒝）。
⒜�　当該課税年度において、当該株式の
保有割合が発行済株式の25％以上であ
ること。
⒝�　当該課税年度において、譲渡した株
式の総数が発行済株式の 5％以上であ
ること。

5 　事例の検討
⑴　合併法人Ａ社の課税関係
⒜　資産・負債の引継ぎ等
　適格合併において、合併法人には、
被合併法人の有する資産及び負債の引
継ぎ及び合併対価の交付につき、課税
関係が発生しないことから、当該合併
時に、Ａ社に係る課税関係は生じませ
ん。
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⒝　保有する親法人株式のみなし譲渡
　合併親法人株式を対価として交付す
る合併において、合併法人が当該親法
人株式を合併契約日に保有している場
合、当該合併法人は、当該合併契約日
に、当該親法人株式につき、みなし譲
渡の規定を適用し、当該親法人株式の
含み損益を実現させて、益金又は損金
として認識することとされています。
　この点、Ａ社は合併対価として交付
したＸ社株式を合併契約日前から保有
していたことから、当該合併契約日に、
Ｘ社株式に係るみなし譲渡規定の適用
により、その含み損益を認識すること
となります。

⑵　被合併法人Ｂ社の課税関係
　適格合併において、被合併法人には課
税関係が発生しないことから、Ｂ社に係
る課税関係は生じません。

⑶　被合併法人株主Ｙ社の課税関係
⒜　事業譲渡類似株式の譲渡
　シンガポール法人が、日本法人の発
行済株式を譲渡したことによる所得に
つき、①当該株式の譲渡事業年度にお
いて、当該株式の保有割合が発行済株
式の25％以上に相当し、かつ、②当該
事業年度において、当該株式のうち発
行済株式の 5％以上に相当する株式を
譲渡した場合には、国内法及び日本・
シンガポール租税協定により、当該株
式の譲渡所得について、国内源泉所得
として我が国で課税の対象となります。
　この点、シンガポール法人Ｙ社は、
日本国内に PEを有していないところ、
当事業年度までの 5年間、Ｂ社株式を
100％継続保有し、当事業年度の合併

において、合併対価として交付された
Ｘ社株式に相当するＢ社株式をすべて
譲渡したことから、上記①及び②の要
件を満たします。したがって、Ｙ社に
よるＢ社株式の譲渡は、事業譲渡類似
株式の譲渡に該当するため、この点に
おいて、Ｂ社株式の譲渡所得は、国内
源泉所得として課税の対象となります。
⒝　外国法人である合併親法人株式
　適格合併において、被合併法人の株
主が PEを有しない外国法人で、外国
法人である合併親法人の株式が合併対
価として交付される場合、当該被合併
法人の株主が保有する被合併法人株式
の譲渡損益については、繰り延べられ
ず当該合併時に認識されることとなり
ます。
　この点、当該合併では、合併対価と
して、Ｂ社の株主Ｙ社にＡ社の外国親
法人であるＸ社の株式が交付されてい
ることから、当該合併時において、Ｂ
社の株主が保有するＢ社株式の譲渡損
益は繰り延べられず、課税の対象とな
ります。
⒞　小括
　以上のことから、Ｙ社によるＢ社株
式の譲渡は、事業譲渡類似株式の譲渡
に該当し、かつ、Ｂ社が当該合併によ
り交付を受けるＸ社株式が外国法人の
株式であることから、Ｂ社株式の譲渡
損益が繰り延べられないこととなりま
す。したがって、当該合併時において、
Ｙ社によるＢ社株式の譲渡に係る譲渡
損益は課税の対象となります。

⑷　結論
　合併法人Ａ社については、当該合併時
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に課税関係は生じないものの、合併対価
として交付したＸ社株式を合併契約日前
から保有していたことから、当該合併契
約日に、Ｘ社株式に係るみなし譲渡規定
の適用により、その含み損益を認識する
こととなります。一方で、被合併法人Ｂ
社について課税関係は生じません。
　また、Ｂ社の株主Ｙ社については、同

社によるＢ社株式の譲渡が事業譲渡類似
株式の譲渡に該当し、かつ、Ｂ社が当該
合併により交付を受けたＸ社株式が外国
法人の株式であることから、Ｂ社株式の
譲渡損益は繰り延べられません。したが
って、当該合併時において、Ｙ社による
Ｂ社株式の譲渡に係る譲渡損益は、我が
国において課税の対象となります。

※�本文中、意見にわたる部分は筆者の私見であり、デロイト トーマツ税理士法人の公式見解ではありません。
また、上記記載は掲載日現在有効な法令に基づくことに留意を要します。

《デロイト トーマツ税理士法人　タックス コントラバーシーチーム
� ディレクター　野田　秀樹》
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